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分担研究報告

（５）NGO等におけるHIV陽性者および
薬物使用者への支援に関する研究

研究代表者：樽井 正義（特定非営利活動法人ぷれいす東京／慶應義塾大学）
研究協力者：生島 嗣、大槻 知子（特定非営利活動法人ぷれいす東京）

研 究 要 旨
　HIV感染と薬物使用との接点として、薬物使用により感染予防が疎かになる性的関係が、

わけてもゲイを含むMSMの一部に見られることが指摘されている。このことは、陽性者

支援NGOにおいてと同じく、断薬や薬物依存症からの回復を支援するNGOのなかでも、

2005年前後から顕在化し始めた。その背景に、ゴメオの麻薬指定、受刑者更正へのNGO

の関与、回復施設への公費助成という法的環境の変化があった。そしていま、指定薬物の所持・

使用の犯罪化、刑の一部執行猶予制度の具体化という新たな状況の変化に直面しようとして

いる。こうした状況の理解と、薬物使用に関わるNGOおよび各機関との連携が、HIV感染

予防と陽性者支援を行う医療機関とNGOに求められている。

Ａ 研究目的
　わが国におけるHIV感染症と薬物使用の関係

を解明する一資料とするために、断薬と薬物依

存症からの回復を援助するNGO（以下、回復

施設と呼ぶ）の職員に面接調査を実施して、情

報の収集を試みた。面接調査は次の2点につい

て行った。

　（1）薬物使用者への相談と支援の提供のな

かで、HIVの問題が、いつごろ、どういう形で

提起されてきたのか。

　（2）回復施設では、HIVに関連して、現在ど

のような問題に直面しているのか。

Ｂ 研究方法
　2014年1月に、関東圏の回復施設において、

3月には関西圏の回復施設において、それぞれ

約2時間のインタビューを実施した。

Ｃ 対象者の属性
　面接調査の対象者は、薬物依存症からの回復

を目指す施設であるダルクの専任職員を多年に

わたって勤めており、その業務において複数の

HIV陽性の薬物使用者を支援した経験をもって

いる。面接の成果を示す前にダルクについて、

また同じく断薬を目指す自助組織であるNAに

ついて、次項で説明する。

Ｄ 薬物使用者支援組織
　薬物依存症は疾患だが、私たちの社会では、

その治療プログラムを提供している医療機関は

少なく、断薬する試み、依存症から回復する

試みへの支援は、主として2種類の民間組織に

よって担われている。その一つはダルク、もう

一つはNA（エヌエイ）と呼ばれている。
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１．ダルク

　ダルク（DARC, Drug Addiction 

Rehabilitation Center）は薬物依存症から

の回復と社会復帰を支援する民間の回復施設

であり、1985年に東京で創設された。いまで

は全国におよそ50 ヵ所、関東圏には約10 ヵ

所、関西圏にも数ヵ所ある（2012年5月現在 

http://www.darc-dmc.info/md_list.pdf）。

全施設を統合する全国組織はなく、それぞれが

自立し、緩やかに連携している。

　各ダルクの利用者は数人から多くても30人

程度。その多くは、刑務所・拘置所あるいは精

神科病院で解毒した後に、研修を受けた職員の

もとで、同じ仲間とともに、薬物を使わずに生

活すること、自立し社会復帰することを目指す。

有料でほとんどが入寮制だが、通所プログラム

をもつところもある。

　プログラムは毎日午前と午後、グループミー

ティング、レクリエーション、スポーツ、地域

での生活支援などからなる。多くのダルクで

は3 ヵ月から半年のプログラムが組まれている

が、参加する期間はとくに定めず、利用者の事

情に柔軟に対応しているところもある。平均す

れば2年程度で、社会復帰を果たすという。

2．NA

　ナルコティクス・アノニマス（NA, 

Narcotics Anonymous 匿名の薬物使用者

たち）は、断薬を望む薬物使用者による週1

度、1時間から1時間半程の、ミーティングと

呼ばれる会合である。1950年代の米国で、ア

ルコール依存者の会合から生まれ、80年代に

日本を含む世界100 ヵ国以上に普及した。毎

週、関東圏では 37 のグループにより 73 の

ミーティングが（2013 年 12 月現在 http://

najapan.org/pdf/KANTO_J.pdf）、 関 西 圏

では18のグループにより38のミーティングが、

それらを含めて全国では171のグループによ

り443のミーティングが開かれている（2014

年 3 月 31 日 現 在 http://najapan.org/pdf/

NALIST_J.pdf）。

　ミーティングには、原則として薬物使用者な

ら誰でも、匿名、無料で参加することができる

が、女性のみ、性的マイノリティのみと、参加

者を限定しているものもある。たいていは回復

者が司会をし、あるテーマについて各参加者が

短い話をする、話したい人が話したいことを話

す。言いっぱなしで聞きっぱなし、聞いたこと

をミーティングの外で他言しない、というのが

一般的なルールとされている。

3．12のステップ

　ダルクやNAのプログラムは、各施設、各ミー

ティングが自主的に運営しており多様だが、米

国のアルコール依存者の会合でつくられた12

のステップと呼ばれる原理を、共通の基盤にし

ている。その概要は、自分に問題があることを

認め、助けを求める、自分を徹底的に分析し、

信頼できる人に打ち明ける、傷つけた人に埋め

合わせをし、回復を望む他の依存者を助ける、

というものである。

　断薬や依存症からの回復を望む人にダルクや

NAが提供できる支援としては、そこでは同じ

問題を抱えた仲間に会えること、問題を乗り越

えて生活しているモデルに会えることも、重要

であるように思われる。

Ｅ 面接調査の成果
　薬物使用者のための回復施設職員への面接調

査により、（1）薬物使用の文脈においてHIV

の問題が注目され始めた経緯、（2）薬物使用

とHIVとの関連において現在直面している課

題、の2つに関して得られた情報を整理する。

1．薬物使用の文脈におけるHIV

　私たちの社会では薬物使用者のマジョリティ

は男性であり、その集団は男性社会である。そ

のため薬物使用者の間では、一般社会以上に、
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性的マイノリティの存在は隠されてきた。ダ

ルクにおいて、性的マイノリティであること

を明らかにしている人が入所してくる、ある

いは入所者がカムアウトするということが起

こったのは、つまり薬物使用者のなかにゲイを

含むMSMがいることが初めて知られたのは、

関西圏では1990年代の末であり、関東圏では

2001年頃のことだった。

　その後徐々に、ゲイを含むMSMの存在が、

さらにずっと稀だがトランスジェンダーや女性

同性愛者も含めた性的マイノリティ（セクマイ

と呼ばれる）の存在が、目に見えるようになり

始めた。そうした傾向が加速したのは、2005

年前後のことだった。それを促した要因として、

2005年の3つの立法措置が考えられる。

（1）回復施設の役割と利用者

　回復施設の側からすると、新たな2つの立法

に伴い、社会が回復施設であるダルクに期待す

ることが変化し、社会による認知が広がること

になった。一つは2005年の「刑事収容施設及

び被収容者等の処遇に関する法律」である。こ

れにより、薬物「依存」者の「改善更生及び円

滑な社会復帰」を図る「指導」（第103条の2）

が求められることになった。その一部をダルク

が担うことになり、職員や入所者が刑務所を訪

ね、受刑者に対して依存症からの回復の話をす

る機会が設けられた。もう一つは同じ年の「障

害者自立支援法」である（2012年に「障害者

総合支援法」（障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律）に変更）。こ

れにより一応は、ダルクも「地域活動支援セン

ター」（第80条）等の施設として自治体の認可

を受ける、公的助成を受ける、という道が拓か

れた。

　ともにダルクの運営にとっては負担を強いる

ことにはなったが、ともあれ、これらの法律に

基づく施策によって、当事者による自主的な民

間組織として出発したダルクと、司法および行

政との連携が進められ、ダルクの活動が広く知

られるようになると共に、ダルクで依存症から

の回復を図ろうとする者も増加した。利用者が

増えれば、そこには少数者も含まれることにな

る。

（2）性的マイノリティと薬物使用

　回復施設の利用者の側でも、性的マイノリ

ティが、とくにゲイを含むMSMが顕在化して

くる要因として、一つの法改正が考えられる

が、その背景に、男性の異性愛者とは異なる、

MSMに固有の薬物との関わり方がある。一部

のMSMにとって、薬物は性的な興奮と快感を

高めるセックスドラッグであり、性的パート

ナーとの出会いの場であるバーやハッテン場、

あるいはウェブサイトは、同時にドラッグを入

手する（買う、もらう）場でもあった。つま

り、薬物をめぐる人間関係と性的な人間関係と

は、異性愛男性にとっては別だが、MSMでは

重なっている。

　2000年代前半にゴメオ（5-MeO-DIPT）が

日本の社会に流入すると、ゲイを含むMSMの

一部の間ではこれがセックスドラッグとして使

用されるようになった。それは公然と販売され

ており、違法薬物である覚醒剤やMDMAとは

別物だと、使用する多くの人には思われていた。

そのゴメオが2005年に、「麻薬及び向精神薬

取締法」に基づき麻薬指定され、違法となった。

このことが使用者の間に大きな動揺を引き起こ

した。一つにはアルコールやたばこと同様の嗜

好品と思われていたものの享受が、犯罪行為と

されたことで、いま一つにはそれゆえに入手が

困難になったことで。その結果ゴメオの代わり

に、相対的に手に入り易い、他の脱法ドラッグ

や覚醒剤へ移行する者も出た。薬物をそのよう

な経歴で使用すると、幻聴や幻覚の症状が現れ

易いとも言われている。2007年、2008年頃

から、そうした症状をもつMSMが医療機関で、

また回復施設でも、目につくようになってきた。

そのような入所者のなかにHIV陽性者もいるこ

とが職員に知らさられたのは、関西圏でも関東
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圏でも、2005年以降のことだった。

　陽性者の受け入れに際しては、当初は感染へ

の危惧もあった。しかし、医師や陽性者支援

NGOのスタッフを招くなどして学習し、HIV

に特化することなく感染症全体の予防を徹底す

るという対応をとった施設もあり、現在は大き

な問題は見られない。またHIV陽性やセクシュ

アリティのカムアウトについては、本人の意向

を尊重し、それを支えることが行われている。

（3）薬物使用とHIV

　この頃から、薬物使用者を支援する回復施設

がHIVに関する情報と陽性の入所者への対応

を、陽性者を支援しているNGO、HIV診療拠

点病院に問い合わせる、また陽性者支援NGO

も回復施設に薬物使用に関する情報と使用経験

をもつ陽性者への対応を尋ねる、という交流が

始まった。また回復施設には、エイズNGOか

ら、さらにはHIV診療拠点病院から、依存症か

らの回復を望む陽性者が紹介されるようになっ

た。

　薬物使用者の間に性的マイノリティがいるこ

と、ゲイを含むMSMが少なからずいることが

知られ始めたことで、2007年、2008年頃から、

自助組織であるNAにも新しい動きが生じてき

た。偏見やハラスメントを受けている、薬物を

めぐる人間関係と性的関係が重なっているとい

うような独自の問題を共有していることから、

性的マイノリティやゲイを含むMSMのための

ミーティングが、関東圏と関西圏で、また他の

地域でも形成されるようになった。

2．直面する課題

　当面の課題として、一つはゲイを含むMSM

の薬物使用に関する問題があり、それはHIV感

染とその治療にも関係してくる。もう一つは陽

性者も含めて薬物使用者と依存からの回復施設

とに関わる問題である。ともに、立法措置によっ

て引き起こされる状況の変化に、関係者は、そ

して社会は、どう取り組むのかを問われている。

（1）指定薬物使用の犯罪化への対応

　2005年にゴメオが麻薬指定されたのに続

き、いわゆる脱法薬物を取り締まるために、翌

2006年には薬事法が改正された。すなわち「中

枢神経系の興奮若しくは抑制又は幻覚の作用

（当該作用の維持又は強化の作用を含む）を有

する蓋然性が高く、かつ、人の身体に使用され

た場合に保健衛生上の危害が発生するおそれが

ある物」（第2条の14）は、厚生労働省令で「指

定薬物」とされることになり、それを「製造し、

輸入し、販売し、授与し、又は販売若しくは授

与の目的で貯蔵し、若しくは陳列」することは

犯罪とされ、禁止されることになった（第76

条の4）。同条項はさらに改正され、2014年4

月より、指定薬物の生産や販売に加えて、「所持、

使用、購入、譲り受け」も犯罪とされ、禁止さ

れることになった。違反すれば、「3年以下の

懲役又は300万円以下の罰金又はこれらが併

科」される（第84条の20）、つまり条文上は

生産や販売とまったく同等の刑罰が課されるこ

とになった。薬物を営利目的で製造し販売する

ことと、好奇心や快楽、さらには依存症という

疾患ゆえに使用することとが、まったく同等の

犯罪とされたということだ。

　ゲイを含むMSMの間で使われるセックスド

ラッグは、頻度の順で言えばラッシュといわゆ

るハーブなどの脱法ドラッグである。ラッシュ

の主成分である亜硝酸エステル類は、2006年

の薬事法改正と同時に指定薬物とされた。した

がって、これらのセックスドラッグを使用して

いる人にとっては、それまで許容されていたこ

とが2014年4月以降は禁止されることになり、

使用を止めるか、あるいは罪を犯すか、という

選択を突きつけられることになる。

　ゴメオが麻薬指定された2005年には、ゲイ

を含むMSMの一部に動揺が生じ、違法と知り

つつ入手がより容易な覚醒剤に移行する者もい

た。この動揺により、HIV治療を提供する医療

機関や陽性者を支援するNGOにおいて、薬物

使用の問題がひときわ注目されることになっ
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た。そのために、拠点病院や陽性者支援NGO

と回復施設との間の連携が始められることと

なった。2014年の指定薬物使用の犯罪化に際

しても、状況の動向に注意しつつ、この連携を

継続して、必要とする人に適切な相談と情報を

提供できるようにする必要があるだろう。

（2）回復施設の拡充

　2013年に「薬物使用等の罪を犯した者に対

する刑の一部の執行猶予に関する法律」が可決

された。刑が「3年以下の懲役又は禁錮」であ

る場合、一定期間服役（施設内処遇）した後、

残りの刑（「刑の一部」）を一定期間「執行猶予」

とする、その間は保護観察（社会内処遇）とし、

薬物離脱プログラムによる再犯防止と社会復帰

とをはかる、という制度である。

　薬物依存症は疾患であるが、刑務所は治療機

関ではない。回復を促すことは、処罰と矯正の

ための刑事収容施設ではなく、別の然るべき施

設に委ねられなくてはならない。服役と保護観

察の期間の合計が刑期より長くなる、つまり従

来より長期にわたって国の監視下に置かれる、

といった問題点はある。しかし、薬物使用を保

健問題と捉える観点からは、現状よりも一歩の

前進と言うことができるだろう。

　この法の実施は3年後とされているが、服役

と保護観察、それぞれどの程度の期間とするの

か等、具体的な運用の検討はこれからの課題と

される。急ぎ取り組むべき問題は、執行猶予期

間中の依存回復と生活の支援をどのように行う

のか、ということである。法務省の試算によれ

ば、新制度の導入によって、年間約2,000-3,000

人が刑務所から社会へ移される。既存の回復施

設の収容能力はいまのところ1,000人ほどで、

現在すでに受け入れに余裕はないという。ダル

クの中でも、この制度に沿った施設となるのか、

それとは一線を画した独自の施設にとどまるの

か、その対応は一様ではないと言われている。

　繰り返し強調するが、この制度の成否は、な

によりも執行猶予期間中の依存回復を促し生活

を支援する環境の整備に依存している。その環

境がなければ、制度は形骸化し、目的とされて

いる再犯防止と社会復帰をはかることはできな

い。環境を整備するためには、回復施設である

ダルクに蓄積されている専門的な知見と技量を

参考にするほかない。しかし、環境整備の主体

は制度を定めた国であり、制度を支える人材と

資金は、行政の責任において用意されなくては

ならない。

Ｆ 考察
　HIV感染と薬物使用の接点として、注射によ

る薬物使用に際しての注射器の共用に加えて、

薬物使用により感染予防が疎かになる性的関係

が、国際的にもさまざまな報告で指摘されてい

る。私たちの社会では、前者が感染経路とされ

ることは少ないが、性的関係における薬物使用

が、わけてもゲイを含むMSMの一部に見られ

ることは、本研究の他の分担研究でも明らかに

されている。

　HIV陽性者のなかに薬物使用経験をもつ者が

いることは、昨年度の本分担研究が示したよう

に、2005年前後から陽性者を支援するNGO

のなかでも気づかれ始めた。本年度の研究では、

断薬や依存症からの回復を支援するNGOのな

かでも、同時期に陽性者や性的マイノリティの

存在が顕在化し始めたことが確かめられた。そ

の背景に、ゴメオの麻薬指定という薬物使用者

にとっての状況の変化と、受刑者および障害者

に関する新たな立法という回復施設にとっての

制度の変更がある。

　薬物使用者と回復施設がいま直面している課

題としては、2014年4月から実施される指定

薬物の所持・使用の犯罪化と、2016年に予定

される刑の一部執行猶予制度の具体化とによる

状況の変化への注目とそれへの対応がある。こ

うした薬物使用の現状とその動向を知ること、

また回復施設および薬物使用に関係する各機関



110 （５）NGO等におけるHIV陽性者および薬物使用者への支援に関する研究

との連携を強めることは、HIV診療拠点病院と

陽性者支援NGOにとって、陽性者とその関係

者に情報、相談、援助を提供するうえで、また

HIV感染予防をはかるためにも、今後一層必要

となる。
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